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④ エコイノベーションの推進・革新的温暖化対策技術発掘・実証プログラム 

環境問題の克服と経済成長を両立させる持続可能な発展を実現するため、エコイノベーション

（環境重視・人間重視の技術革新、社会革新）及び革新的温暖化対策の推進をテーマとした、公

募によるシーズ発掘のための調査研究を実施している。今後、本調査研究を継続するとともに、

低炭素社会実現のための社会システムの実証実験も実施していく。 

（知識融合支援（インテレクチャル・カフェ）事業） 

経済産業省では、先進的な知識融合の取組事例集を作成するとともに、イノベーションの創出

に必要な「異分野技術の融合」、「知識の融合」活動に関する普及活動を行っている。平成20年11

月に経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）及び日本経済新聞社と共催で「インテレクチャル・カフェ国

際シンポジウム」を開催するとともに、地域セミナーを開催している。 

（産学官連携による食料産業等活性化のための新技術開発事業） 

農林水産・食品産業分野における新産業・新事業の創出や、食料産業等が直面する諸課題や政

策課題の解決に資するため、民間企業等が大学・独立行政法人等の公的研究機関の有する技術シー

ズを活用して、これらの機関と連携して行う技術開発を推進している。 

（民間実用化研究促進事業） 

農林水産業、飲食料品産業、醸造業等の向上に資する画期的な生物系特定産業技術の開発を促

進するため、委託事業により民間における実用化段階の研究開発を推進している。 

（中小企業技術革新制度（ＳＢＩＲ1） 

ＳＢＩＲ制度は、中小企業の新技術を利用した事業活動を支援するため、関係省庁が連携して

中小企業による研究開発とその成果の事業化を一貫して支援する制度である。中小企業の新たな

事業活動につながる新技術の研究開発のための補助金・委託費等が、中小企業者に支出される機

会の増大を図るとともに、特許料等の軽減や債務保証に関しての枠の拡大等の措置を講じている。

平成20年度は、関係７省（総務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交

通省、環境省）で合計91の特定補助金等を指定し、中小企業への支出目標額を約400億円に定め

た。 

 4 地域イノベーション・システムの構築と活力ある地域づくり 

地域における科学技術の振興は、地域産業の活性化や地域住民の生活の質の向上に貢献するも

のであり、ひいては我が国全体の科学技術の高度化・多様化やイノベーション・システムの競争

力強化に資するものである。 

都道府県においても科学技術振興策を審議する審議会等を設置するとともに、独自の科学技術

政策大綱や指針等を策定するなど科学技術振興への積極的な取組が成されている（第２-３-15表、

第２-３-16表）。 

 

                                                  
1 ＳＢＩＲ：Small Business Innovation Research 
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第２-３-15表  地方公共団体における科学技術審議会等の設置状況 
  

都道府県名 科学技術審議会等名称（設置時期） 

北海道 北海道科学技術審議会（昭和27年９月～） 

青森県 青森県産業科学技術会議（平成９年12月～平成11年５月）→青森県研究開発協議会（平成11年６月～平成19年３月） 

秋田県 あきた総合科学技術会議（平成14年８月～） 

岩手県 
岩手県科学技術振興推進会議（平成元年４月～平成12年３月） → 岩手県科学技術振興指針策定検討委員会（平成12年４月～平成13

年３月） 

宮城県 宮城県科学技術振興指針策定委員会（平成10年７月～ 平成11年３月） 

山形県 山形県科学技術会議（平成11年４月～） 

福島県 福島県科学技術推進会議（平成９年５月～） 

茨城県 茨城県科学技術振興会議（平成15年９月～） 

栃木県 栃木県科学技術振興会議（平成11年７月～） 

群馬県 群馬県科学技術振興推進本部（平成11年９月～） 

埼玉県 埼玉県科学技術会議（平成７年１月～） 

千葉県 千葉県科学会議（平成６年11月～） 

神奈川県 神奈川県科学技術会議（昭和63年６月～） 

新潟県 新潟県科学技術会議（平成10年４月～） 

富山県 富山県科学技術会議（昭和58年11月～） 

石川県 石川県産業科学技術会議（平成９年12月～平成15年10月）→石川県産業革新戦略会議（平成15年11月～） 

福井県 福井県科学技術振興会議（平成10年4月～平成16年3月）→福井県産力戦略本部（平成16年5月～） 

山梨県 山梨県科学技術会議（平成３年９月～） 

長野県 長野県科学技術産業振興構想検討会（平成11年10月～平成11年12月） 

岐阜県 岐阜県科学技術振興会議（平成8年7月～） 

愛知県 愛知県科学技術会議（平成12年２月～） 

三重県 
みえサイエンス・アカデミー代表者会議（平成13年４月～平成17年５月）→科学技術交流会議（平成17年６月～平成19年３月）→科学

技術振興懇話会（平成19年４月～平成20年１月） 

滋賀県 滋賀県科学技術振興会議（平成15年４月～） 

京都府 京都府科学技術審議会（昭和36年９月～） 

兵庫県 兵庫県科学技術会議（平成12年４月～） 

奈良県 奈良県科学技術振興指針改定委員会（平成19年8月～平成20年3月）→奈良県科学技術振興会議（平成20年度設置予定） 

和歌山県 和歌山県科学技術戦略会議（平成16年９月～） 

鳥取県 鳥取県科学技術振興会議（平成11年３月～平成14年12月） 

島根県 島根科学技術振興会議（平成10年10月～） 

広島県 広島県科学技術振興会議（平成４年５月～ 平成６年３月） 

山口県 山口県科学技術振興会議（平成３年５月～） 

香川県 香川県科学技術会議（平成９年８月～） 

愛媛県 愛媛県科学技術振興会議（平成13年７月～） 

徳島県 徳島県科学技術振興会議（平成11年３月～平成19年３月）→徳島県科学技術戦略会議（平成21年４月設置予定） 

高知県 高知県科学・技術アカデミー（平成16年１月～平成18年3月） 

佐賀県 佐賀県科学技術会議（平成８年２月～） 

長崎県 長崎県科学技術振興会議（平成10年10月～） 

熊本県 熊本県科学技術会議（平成11年９月～） 

大分県 大分県科学技術振興指針検討委員会（平成14年６月～平成15年３月） 

宮崎県 宮崎県科学技術会議（平成13年８月～） 

鹿児島県 鹿児島県科学技術振興推進会議（平成15年４月～） 

沖縄県 沖縄県学術振興協議会（平成７年１月～平成19年３月）→沖縄県科学技術会議（平成20年１月～平成21年12月） 

川崎市 川崎市イノベーション推進会議（平成15年8月～平成18年3月） 

横浜市 横浜市産学連携推進会議（平成11年10月～平成15年３月～） 

京都市 京都市産業科学技術振興計画策定委員会（平成17年８月～平成19年６月）→京都市産業科学技術推進委員会（平成19年7月～） 

大阪市 大阪市科学技術振興有識者会議（平成20年7月～） 

広島市 広島市科学技術顧問会議（平成15年10月～） 

北九州市 北九州市科学技術振興会議（平成14年11月～ 平成16年３月） 

福岡市 福岡市科学技術振興ビジョンアドバイザー会議（平成13年９月～14年６月） 
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第２-３-16表 地方公共団体における科学技術振興指針等の策定状況 
  

都道府県名 科学技術振興指針等（策定時期） 

北海道 
北海道科学技術振興指針（平成12年３月～） → （北海道科学技術振興条例（平成20年４月）） → 北海道科学技術振興戦略（平

成20年８月～平成25年３月） 

青森県 青森県産業科学技術振興指針（平成10年12月～平成19年３月） 

秋田県 秋田県科学技術基本構想（平成12年６月～） 

岩手県 岩手県科学技術振興推進指針（平成２年５月～平成12年10月）→新・岩手県科学技術振興指針（平成12年11月～） 

宮城県 宮城県科学技術振興指針（平成11年３月～） 

山形県 山形県科学技術政策大綱（平成11年度～平成17年度）→やまがた科学技術政策大綱（平成18年度～平成27年度） 

福島県 福島県科学技術政策大綱（平成14年3月～） 

茨城県 茨城県科学技術政策大綱（平成６年３月～平成17年２月）→茨城県科学技術振興指針（平成17年３月～） 

栃木県 栃木県科学技術振興指針（平成10年12月～） 

群馬県 群馬県科学技術振興指針（平成11年３月～） 

埼玉県 埼玉県第１期科学技術基本計画（平成10年２月～平成19年３月）→埼玉県第２期科学技術基本計画（平成19年４月～平成24年３月）

千葉県 千葉県科学政策大綱（平成８年２月～） 

東京都 
東京都産業科学技術振興指針（平成16年2月～平成21年3月）→東京都産業科学技術振興指針（改訂版）（平成20年4月～平成25

年3月） 

神奈川県 
神奈川県科学技術政策大綱（平成２年５月～平成８年12月、平成９年１月～平成14年２月、平成14年３月～平成19年１月、平

成19年２月～） 

新潟県 新潟県科学技術大綱（平成10年３月～） 

富山県 
富山県科学技術プラン（平成３年10月～平成13年３月）→新富山県科学技術プラン（平成13年度～平成22年度）→新富山県科

学技術プラン（改訂版）（平成19年度～平成27年度） 

石川県 石川県産業科学技術振興指針（平成11年２月～平成17年２月）→石川県産業革新戦略（平成17年３月～） 

福井県 福井県科学技術振興指針（平成10年１月～平成17年２月）→最先端技術のメッカづくり基本指針（平成17年３月～） 

山梨県 
山梨県科学技術政策大綱（平成４年３月～ ） / 科学技術振興やまなしプラン（平成11年３月～平成20年２月）→やまなし科学

技術基本計画（平成20年３月～平成25年3月） 

長野県 長野県科学技術産業振興指針（平成12年４月～） 

岐阜県 
岐阜県科学技術基本戦略（平成９年3月～平成14年2月，平成14年3月～平成19年2月）→ぎふ科学技術振興プラン（平成19年3

月～平成24年2月） 

静岡県 静岡県科学技術振興ビジョン（平成12年２月～平成22年３月） 

愛知県 
愛知県科学技術推進大綱（平成11年３月～平成23年３月）／第１期愛知県科学技術基本計画（平成11年３月～平成18年３月→

第２期愛知県科学技術基本計画（平成18年４月～平成23年３月） 

三重県 三重県科学技術振興ビジョン（平成11年７月～） 

滋賀県 滋賀県科学技術政策大綱（平成７年３月～、平成16年10月～） 

京都府 京都産業技術振興構想（平成７年２月～） 

大阪府 
大阪府研究開発大綱（昭和63年３月～平成10年２月）→大阪府産業科学技術振興指針（平成10年３月～平成18年２月）→大阪

都市圏における科学技術推進戦略（平成18年３月～） 

兵庫県 兵庫県科学技術政策大綱（平成３年３月～平成10年２月）→新・兵庫県科学技術政策大綱（平成10年３月～） 

奈良県 奈良県科学技術振興指針（平成15年４月～平成20年３月、平成20年４月～） 

和歌山県 和歌山県科学技術振興ビジョン（平成12年３月～） 

鳥取県 鳥取県における科学技術振興に関する検討報告（平成10年３月～） 

島根県 島根県科学技術振興指針（平成11年３月～） 

岡山県 岡山県科学技術振興指針（平成10年３月～） 

広島県 広島県における科学技術振興の基本方向（平成５年11月～） 

山口県 山口県科学技術振興指針（平成６年３月～） 

徳島県 徳島県科学技術振興ビジョン（平成11年３月～平成19年３月）→徳島県科学技術振興計画（平成20年12月～平成25年３月）

香川県 香川県科学技術振興ビジョン（平成8年３月～平成13年３月、平成13年３月～平成18年３月） 

愛媛県 愛媛県科学技術振興指針（平成13年3月～平成19年5月改定～） 

高知県 高知県科学技術振興指針（平成10年３月～） 

福岡県 科学技術立県ふくおか創造指針（平成11年３月～） 

佐賀県 佐賀県科学技術振興ビジョン（平成９年３月～） 

長崎県 長崎県科学技術振興ビジョン（平成10年６月～） 

熊本県 熊本県科学技術振興指針（平成11年５月～平成16年２月、平成16年３月～平成20年） 

大分県 大分県科学技術振興指針（平成15年４月～平成25年３月） 

宮崎県 宮崎県産業科学技術振興指針（平成13年３月～） 

鹿児島県 鹿児島県科学技術振興指針（平成15年３月～） 

沖縄県 
沖縄県科学技術振興大綱（平成12年２月～平成17年７月）→沖縄県科学技術振興指針（平成17年～平成23年）/沖縄科学技術

推進計画（平成20年3月～平成23年） 

札幌市 札幌市科学技術振興ビジョン（平成16年６月～） 

川崎市 川崎市科学技術振興指針（平成17年３月～） 

横浜市 横浜市科学技術振興指針（平成11年８月～） 
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都道府県名 科学技術振興指針等（策定時期） 

京都市 京都市スーパーテクノシティ構想（平成14年３月～平成22年）/京都市産業科学技術振興計画（平成18年10月～平成22年） 

大阪市 大阪市科学技術振興指針（仮称）（平成21年３月策定予定） 

広島市 広島市科学技術政策大綱（平成15年６月～） 

北九州市 北九州市科学技術振興指針（平成15年８月～） 

福岡市 福岡市科学技術振興ビジョン（平成14年６月～） 

  

 

第３期科学技術基本計画では、地域イノベーション・システムの構築と活力ある地域づくりの

ため、地域のイニシアティブの下で行われているクラスター形成活動への競争的な支援をすると

ともに、地域における科学技術施策の円滑な展開のため、関係府省間の縦割りを排し、府省間連

携の強化を図ることとしている。 

ここでは、国が実施している地域における科学技術振興を支援する諸施策を中心に概観する。 

（１）地域クラスターの形成 

（知的クラスターの形成に向けた取組） 

① 世界レベルのクラスターの形成に向けた取組 

文部科学省では、平成14年度から「知的クラスター創成事業（第Ⅰ期）」を実施しており、平

成20年度は、全国３地域において事業を実施し、平成20年度をもって全18地域の事業がすべて終

了した。 

平成19年度から、これまでの「知的クラスター創成事業（第Ⅰ期）」の成果を踏まえ、地域の

自立化を促進しつつ、「選択と集中」の視点に立ち、世界レベルのクラスター形成を強力に推進す

る「知的クラスター創成事業（第Ⅱ期）」を開始し、平成20年度には３地域を新たに採択した（第

２-３-17図）。 

 

第２-３-17図  知的クラスター創成事業（第Ⅰ期、第Ⅱ期）実施地域 
  

平成20年度開始地域

広域仙台地域広域仙台地域

先進予防型健康社会創成クラスター先進予防型健康社会創成クラスター
[ [ ライフライフ、、ITIT ]]

宇部地域宇部地域
やまぐち・うべ・やまぐち・うべ・

メディカル・イノベーションメディカル・イノベーション
クラスタークラスター [ [ ライフライフ ]]

京都および京都およびけいはんなけいはんな学研地域学研地域
京都京都環境環境ナノクラスターナノクラスター

[ [ 環境、ナノ環境、ナノ ]]

金沢地域金沢地域
石川ハイテク・センシング・石川ハイテク・センシング・

クラスタークラスター [ [ ライフライフ ]]

富山・石川地域富山・石川地域
ほくりほくりくく健康創造健康創造クラスタークラスター

[ [ ライフライフ ]]
岐阜・大垣地域岐阜・大垣地域

岐阜岐阜・・大垣ロボティック先端医療大垣ロボティック先端医療
クラスタークラスター [ [ ライフライフ ]]

東海広域地域東海広域地域
東海広域ナノテクものづくりクラスター東海広域ナノテクものづくりクラスター

[[環境、ナノ環境、ナノ ]]

札幌周辺を核とする道央地域札幌周辺を核とする道央地域
さっぽろバイオクラスターさっぽろバイオクラスター "Bio"Bio--S"S"

[ [ ライフライフ、、ITIT ]]

静岡県浜松地域静岡県浜松地域
浜松オプトロニクス浜松オプトロニクス

クラスタークラスター [ [ ライフライフ、、ITIT、ナノ、ナノ ]]

関西広域地域関西広域地域
関西広域バイオメディカル関西広域バイオメディカル

クラスタークラスター [ [ ライフライフ ]]

長野県全域長野県全域
信州信州スマートデバイススマートデバイス

クラスタークラスター [ [ ナノナノ ]]

福岡・北九州・飯塚地域福岡・北九州・飯塚地域
福岡先端システムＬＳＩ開発福岡先端システムＬＳＩ開発

クラスタークラスター [ [ ITIT ]]

平成16年度開始地域

平成19年度開始地域

【第Ⅱ期】

【第Ⅰ期】
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② 地域の特色を活
い

かした強みを持つクラスター形成に向けた取組 

文部科学省では、地域の個性発揮を重視し、大学等の「知恵」を活用して新技術シーズを生み

出し、新規事業等の創出、研究開発型の地域産業の育成等を目指す「都市エリア産学官連携促進

事業」を平成14年度から実施している。「一般型」と「発展型」の２つの類型で事業を実施して

おり、「一般型」の事業終了地域のうち、特に優れた成果を上げた地域について「発展型」として

展開している。平成20年度までに延べ80地域で実施している。 

（産業クラスター1の形成に向けた取組） 

経済産業省では、「産業クラスター計画」として、各地域経済産業局自らが結節点となって、世

界市場を目指す地域の企業や大学等から成る産学官の広域的な人的ネットワークを形成するとと

もに、地域関連施策を総合的・効果的に投入することにより、世界に通用する新事業が次々と展

開される産業集積の形成を目指している。具体的には、全国18のプロジェクトで、約１万700社

の世界市場を目指す中堅・中小企業と、大学、公設試験研究機関、産業支援機関、金融関係機関

及び商社等の約2,450の産業クラスターサポーターとが広域的な人的ネットワークを形成し、産学

官の間で流通する情報の質・量を格段に高め、技術・経営情報・販路等の経営資源を補完すると

ともに、地域の特性を活
い

かした技術開発の支援を実施している。産業クラスター施策は、これま

でにプロジェクトごとに推進組織が立ち上がり、産学官のネットワーク形成を促進している（第

２-３-18図）。また、推進組織のほか、特定の地域・分野における人的ネットワーク形成によって

新事業創出を支援する機関（拠点組織）に対する助成を行うとともに、クラスター活動を総合的

にコーディネートするクラスター・マネージャーの配置等を行っている。 

 

第２-３-18表 産業クラスター計画（第Ⅱ期）18プロジェクト 
  

◇次世代中核産業形成プロジェクト
（モノ作り、バイオ、ＩＴ）

◇循環・環境型社会形成プロジェクト

◇九州地域環境・リサイクル産業交
流プラザ

◇九州シリコン・クラスター計画
◇九州地域バイオクラスター計画

◇北海道地域産業クラスター計画
（ＩＴ、バイオ）

◇OKINAWA型産業振興プロジェクト
（ＩT、健康、環境、加工交易）

◇ＴＯＨＯＫＵものづくりコリドー
（モノ作り、医工連携、環境、ＩＴ）

◇四国テクノブリッジ計画
（モノ作り、健康・バイオ）

◇東海ものづくり創生プロジェクト
◇東海バイオものづくり創生プロジェクト
◇北陸ものづくり創生プロジェクト

◇関西バイオクラスタープロジェクト
◇関西フロントランナープロジェクト

（モノ作り、エネルギー）
◇環境ビジネスＫＡＮＳＡＩプロジェクト

• 全国で世界市場を目指す中堅・中小企業１０,７００

社、連携する大学（高専を含む）約２９０大学が、
広域的な人的ネットワークを形成

• 公設試、産業支援機関、金融関係機関、商社等、
約２，４５０の機関・企業が産業クラスターを支援

◇地域産業活性化プロジェクト
（首都圏西部（ＴＡＭＡ）、中央自動車道沿線、
東葛川口つくば、三遠南信、首都圏北部、京浜）

◇首都圏バイオ・ゲノムベンチャーネットワーク
◇首都圏情報ベンチャーフォーラム

 
  

                                                  
1 産業クラスター：大学等の公的研究機関と周辺企業との間の技術革新に加え、より広域的に大学等と企業の間や企業同士の連携を図ること

により、新たな事業活動が生み出される産業集積をいう。 
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（２） 地域における科学技術施策の円滑な展開 

文部科学省では、地域の大学等を中心とした産学官共同研究等を推進し、新技術シーズの創出

を図ることとしており、経済産業省では、企業を中心とした実用化技術開発等の産学官連携事業

等を推進し、新規事業分野の開拓、新規創業、新製品の創出を図ることとしている。 

両省では、協力して地域における産学官連携体制の整備の促進や、新技術シーズの提供、マー

ケットニーズの研究開発へのフィードバック等を行っている。 

具体的には、各地域において、両省の関係者の情報共有・意見交換の場の設置や両省の事業の

合同成果発表会を実施しているほか、平成20年度は、クラスター政策の推進方策を議論するシン

ポジウムと全国のクラスターの成果の展示を行う「クラスタージャパン2008」を横浜で開催する

とともに、地域が目指すクラスター形成のための戦略等について議論する「地域クラスターセミ

ナー」を３地域で開催した。 

また、両省のみならず関係府省間においても、総合科学技術会議の「地域科学技術クラスター

ＰＴ」や「地域科学技術に係る地域ブロック協議会」等を通じて、密接な連携が図られている。 

（様々な地域科学技術振興施策） 

地域における科学技術の振興を図るため、関係府省等で様々な施策等が講じられている（第２-

３-19表）。以下、その主なものを紹介する。 

 

第２-３-19表  地域科学技術の振興に関する主要な施策 
  

府省名、関係機関名 事    項 施   策   の   概   要 

総務省 戦略的情報通信研究開発推進

制度（地域ＩＣＴ振興型研究開

発） 

地域に根ざした新規産業の創出、地場産業の振興や地域社会の活

性化等に貢献する情報通信分野の研究開発を行う中小・中堅企業

と大学等との共同研究を推進する。 

知的クラスター創成事業（第Ⅰ

期・第Ⅱ期） 

地方自治体の主体性を重視し、知的創造の拠点たる大学、公的研

究機関等を核とし、関連研究機関、研究開発型企業等による国際

的な競争力のある技術革新のための集積（知的クラスター）の創

成を目指す。 

都市エリア産学官連携促進事

業 

地域の主体性の下、大学等の「知恵」を活用して、新技術シーズ

を生み出し、新規事業等の創出、研究開発型の地域産業の育成等

を図るとともに、自律的かつ継続的な産学官連携基盤の構築を目

指す。 

文部科学省 

科学技術･学術政策局 

地域イノベーション創出総合

支援事業（科学技術振興機構事

業） 

全国に展開しているＪＳＴイノベーションプラザやイノベーショ

ンサテライトを拠点として、自治体、経済産業局、JSTの基礎研

究や技術移転事業等との連携を図りつつ、シーズの発掘から実用

化に向けた研究開発を切れ目なく行うことにより、地域における

イノベーション創出を総合的に支援する。「重点地域研究開発推

進プログラム」及び「地域結集型研究開発プログラム」から構成

され、これらの有機的連携による地域イノベーションの創出を目

指す。 

農林水産省 

農林水産技術会議 

事務局 

新たな農林水産政策を推進す

る実用技術開発事業 

農林水産業・食品産業の発展や地域の活性化などの農林水産政策

の推進及び現場における課題の解決を図るため、実用化に向けた

技術開発を提案公募方式により推進する。 

経済産業省 地域イノベーション創出研究

開発事業 

地域イノベーション創出共同

体形成事業 

地域の新産業創出のため、最先端の技術シーズを用いた産学官の

共同研究体による｢農商工連携｣分野等の実用化研究開発を実施す

る。 

地域の中堅・中小企業の技術的課題の解決や試験機器不足等の問

題に関し、地域のイノベーションを担う研究機関等が協働してワ

ンストップで支援を行う体制を整備する。 
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府省名、関係機関名 事    項 施   策   の   概   要 

公害防止等試験研究費（地域密

着型環境研究） 

地域におけるニーズが高く、地域環境の特性に応じた検討が必要

な研究課題について、国立試験研究機関及び独立行政法人試験研

究機関と公設試験研究機関の共同研究を実施する。 

環境技術開発等推進費（戦略一

般研究のうち地域枠） 

地域における研究開発を重点的に推進することにより、先進的な

環境技術の具体的な開発・普及や地域環境ビジネスの振興を図る

ため、地域の独自性・特性を活
い

かした研究開発課題を実施する。

環境省 

総合環境政策局 

地域の産学官連携による環境

技術開発基盤整備モデル事業

地域における産学官連携による環境技術開発の基盤整備を図るた

め、モデル地域において①地域における環境技術開発人材ネット

ワークの形成、②地域の資源を活
い

かした産学官連携による地域環

境問題の解決と地場産業を活
い

かした環境技術開発、③成果の全国

への普及、を実施する。 

 

① 総務省 

戦略的情報通信研究開発推進制度のうち地域ＩＣＴ振興型研究開発において、地域に根ざした

新規産業の創出、地場産業の振興や地域社会の活性化等に貢献する情報通信分野の研究開発を行

う中小・中堅企業と大学等との共同研究を推進している。 

② 文部科学省 

科学技術振興機構の「地域イノベーション創出総合支援事業」において、全国に展開している

ＪＳＴイノベーションプラザやイノベーションサテライト（各全国８か所）を拠点として、科学

技術コーディネータ等によるきめ細かいサポートの下、シーズの発掘から実用化に向けた研究開

発を切れ目なく行うことにより、地域におけるイノベーション創出を総合的に支援している。 

③ 農林水産省 

新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業において、地域における自由な発想を活
い

かし

て、地域の活性化や生産現場等の技術的課題の解決につながる研究タイプを設定し、都道府県の

試験研究機関や地域の大学を中心とした産学官連携による研究開発を推進している。また、農林

水産業・食品産業の発展、地域経済の活性化に寄与することを目的に、各地域でＮＰＯ法人等が

組織されており、これらの組織と連携・協力して、地域における農林水産・食品分野の先端技術

の振興を図っている。 

④ 経済産業省 

地域において新産業の創出に貢献し得るような最先端の技術シーズを基に、産学官を組み合わ

せた共同研究体が行う｢農商工連携｣分野等の実用化研究開発を実施している。また、地域の中堅・

中小企業の技術的課題の解決や試験機器不足等の問題に関し、地域のイノベーションを担う研究

機関等が協働してワンストップで支援を行う体制を整備している。 

産業技術総合研究所においては、地域中小企業のニーズ等を把握している公設試験研究機関の

研究者を招へい（平成20年度18名）するとともに、必要に応じて中小企業技術者と連携し、共同

研究事業の中で地域中小企業が抱える技術課題の解決を図っている。 

⑤ 国土交通省 

安全・安心な社会の実現、環境問題への対応、国際競争力の強化等に資する各種研究開発につ

いて産学官の連携促進と研究成果の一層の活用を図るため、地方における産学官の関係者と国土
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交通省及び関連の研究機関が一堂に会し、国土交通省の先進的な研究成果、知的財産等を紹介す

るとともに、直接対話を行う場として、第６回国土交通先端技術フォーラムを平成20年６月に札

幌市で開催した。 

⑥ 環境省 

地域においてニーズが高く、地域環境の特性に応じた検討が必要な研究課題について、国立試

験研究機関及び独立行政法人試験研究機関と公設試験研究機関との共同研究を行う地域密着型環

境研究を実施している。また、地域における研究開発を重点的に推進することにより、先進的な

環境技術の具体的な開発・普及や地域環境ビジネスの振興を図るため、環境技術開発等推進費の

戦略一般研究において、地域の独自性・特性を活
い

かした研究開発課題枠（地域枠）を設定してい

る。さらに、モデル地域において地域の産学官連携による環境技術開発基盤整備モデル事業を実

施した。 

（公設試験研究機関の研究開発・技術支援機関としての活動と機能の強化） 

各府省において公設試験研究機関を対象とした施策が行われている。概要は第２-３-20表のと

おりである。 

 

第２-３-20表  公設試験研究機関の研究開発･技術支援機関としての活動と機能の強化 
  

府省名 施   策   の   概   要 

総 務 省 都道府県の工業技術センター、衛生研究所、農業試験場、畜産試験場、水産試験場等の公的試

験研究機関における研究開発等の活動経費に対し、地方交付税措置を講じている。 

農林水産省 次の事業を実施し、県等の試験研究に対する支援を行った。 

都道府県の試験研究機関が国の試験研究の一環として実施する委託事業 

 ・品種改良試験 

 ・重要課題対応試験 

環 境 省 ・地方公共団体（都道府県、市）の環境研究所との共同研究の推進により地域の環境の保全、

改善に貢献している。 

・環境調査研修所において国及び地方公共団体職員等に対し、環境分析の技術の習得を目標に

研修を実施している。 
  

 

（地域間の連携や各種交流） 

国と地方公共団体、地域間の連携や各種交流を図るため、次の施策等を講じている。 

① 財団法人全日本地域研究交流協会における研究交流事業等 

財団法人全日本地域研究交流協会は、地方公共団体の出えん金拠出により、研究交流をはじめ、

地域の科学技術振興を支援することを目的として、平成４年６月に設立されている。先端的研究

や基礎的研究に地域が取り組む際の各種研究支援事業や全国規模の研究交流事業が展開されてい

る。 

② 産業技術連携推進会議 

産業技術の向上を図ることを目的として昭和29年に設置された。現在は公設試験研究機関、自

治体、経済産業省及び産業技術総合研究所の協力体制の下、６技術部会、８地域部会、８地域産

業技術連携推進会議から構成されており、試験研究の効果的推進に加え、地域イノベーション創
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出共同体形成事業の受け皿になるなど、企業等への技術開発支援等を通じ我が国産業の発展及び

イノベーションの創出に貢献する事業を実施している。 

（研究開発拠点の整備） 

国土形成計画1において、「筑波研究学園都市及び関西文化学術研究都市の集積を始めとして、

大学、試験研究機関等は重要な知的・人的資源であり、我が国全体の発展に貢献するよう活用す

る」とされている。 

① 筑波研究学園都市 

本都市は、筑波研究学園都市建設法（昭和45年法律73号）に基づき、我が国における高水準の

試験研究・教育の拠点形成と東京の過密緩和への寄与を目的として建設されており、国等の試験

研究・教育機関等31機関のほか、多くの民間研究機関が立地しており、研究交流の推進や国際的

研究交流機能の整備等の諸施策を推進している。 

② 関西文化学術研究都市 

本都市については、関西文化学術研究都市建設促進法（昭和62年法律72号）に基づき、我が国

及び世界の文化・学術・研究の発展並びに国民経済の発展に資するため、その拠点となる都市の

建設を推進している。平成20年末現在の立地施設数は110を超え、多様な研究活動等が展開され

ている。 

 5 研究開発の効果的・効率的推進 

（１） 研究費の有効活用 

（研究費配分における無駄の徹底排除） 

文部科学省では、公的研究費の不正な使用を防

止するためには、研究機関における研究費の管

理・監査の体制の一層の整備が必要であるとの認

識の下、「研究機関における公的研究費の管理・監

査のガイドライン（実施基準）」（平成19年２月15

日文部科学大臣決定）に基づく体制整備等の実施

状況報告書の提出を求め、平成20年11月には約

1,600機関より提出があり、分析を行っている。ま

た、ガイドラインに基づく体制整備等の現状、実

態を把握することを目的とした現地調査の実施、

ガイドラインの趣旨の理解を促進するための研究

会の開催、外部有識者で構成された「研究機関における公的研究費の管理・監査に関する検討会」

の開催などにより、公的研究費の不正な使用の防止に努めることとしている。 

また、各配分機関では、研究費配分の不合理な重複や研究費の過度の集中を排除するため、府

省共通研究開発管理システム［ｅ－Ｒａｄ（ＵＲＬ：http://www.e-rad.go.jp/）］を積極的に活用し

た。 

                                                  
1 「国土形成計画（全国計画）」（平成20年７月４日閣議決定） 
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